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 第 1 節 問題の背景 
 日本におけるドメスティック・バイオレンス（以下、DV という）は、2001 年に配偶
者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下、DV 防止法という）が成立
し、広く社会問題として認識されるようになった。これに伴い、関係機関が啓発活動・
被害者支援活動に取り組んできた。しかし、DV 被害率（女性）は、2006 年の 26.7％か























う）と思わなかった被害者は女性で 13.3％、男性で 33％であり、合わせると、女性で 4
割以上、男性で 5 割以上が加害者と別れていない（内閣府男女共同参画局，2015）。 
さらに、加害者の元から逃れて、婦人相談所等に一時保護された IPV の被害者（以



















1992）、再虐待のリスクを高めたり（Krause, Kaltman, Goodman & Dutton, 2006；Peres 
& Johnson, 2008）と、深刻な影響を与えるだけでなく、被害者の子どもにも深刻な影響
を与える。 
2006 年公表の内閣府の調査によると DV 被害者のうち子どもがいないと答えたものは
7％に過ぎず（内閣府男女共同参画局，2006）、また、東京都女性相談センターで一時保
護した女性のうち 46％が母子で保護されており（東京都女性相談センター，2013）、DV
被害者の多くは子どものいる女性であることが伺える。さらに、DV 被害者のほぼ 3 人に
1 人は、子どもが DV を目撃したあるいは知っていたという内閣府の調査結果もある（内
閣府男女共同参画局，2006）。 
DV に曝される子どもには様々な身体的・心理的なリスクが発生することは多くの研究
により明らかとなっている。DV に巻き込まれる、あるいは DV を止めようとして子ども
自身が身体的危害を被ること（Honor, 2005；Mbilinyi, Edleson, Hagemeister & Beeman, 
2007）や、乳児期から思春期のあらゆる発達段階において、発達の遅れ、癇癪、分離不
安、全般的不安、攻撃性、抑うつ、PTSD 症状、頭痛・腹痛などの身体症状、学習困難と
いった、様々な症状を呈することが報告されている（Honor, 2005；McCloskey, Figueredo 





























もに悪影響を与える IPV 関係を、多くの IPV 被害親が自らの選択として終わらせていな
いことが示唆される。 











 第 2 節 本研究の目的 
 以上のことから、本研究では、まず、第一部（第 1 章・第 2 章）で、IPV 目撃が子ども
に与える影響について、広く子どもと接する現場における状況を、一次医療と学校教育の




 具体的には、第 1 章では、研究 1 として児童精神科の一次医療機関の臨床現場で、IPV
目撃が子どもの精神健康に影響を与えていると推定されるケースがどれほど存在するか
の状況を、IPV 目撃以外の児童虐待のケースとの比較で調査することを目的とした。第 2
章では、研究 2 として学校教育現場において、学校教育関係者が IPV に曝されている子
どもについて、どれぐらい対応経験があり、どのような対応がなされているかについての
状況調査を目的とした。 
 第 3 章では、IPV 関係を終結するか継続するかの意思決定に関する先行研究を概観す
ることを目的として、個別要因に関する研究の概観と意思決定プロセスの説明モデルに
関する研究の概観に分けて論じた。第 4 章では、第 3 章の先行研究の概観を受けて、研
究 3 として、欧米で広く実証的に支持されている IPV 関係を終結するか継続するかの意
思決定プロセスの説明モデルであるインベストメント・モデルが日本の IPV 関係にも適
用できるか否かの基礎的検証を目的とした。第 5 章では、研究 4 として、インベストメ
ント・モデルを広く日本の IPV 関係について検証できるように、インベストメント・モ
デル測定尺度の日本語版を作成しその信頼性と妥当性を検証することを目的とした。第 6



























児童 62 名を対象とした研究で、DV 被害児童は攻撃と不安・抑うつ等の問題において
DV 被害を受けていない一般児童群と有意な差があったと報告している。金・柳田・成
松・佐藤・米田・江口・椎名・大塚・氏家・加茂（2005）も同じく一時保護施設に保護




理科を受診した DV に曝された子ども 16 人と DV のない虐待を受けた子ども 17 人を









もしくは現状が明らかになった 42 名中、DV あるいは虐待を主訴として受診したもの
は 14 名（33％）であったと述べている。 
 このことから、多くの子どもに接する機会のより多い、児童精神科一次医療機関の
                                                   
1 本研究は、日本学術振興会平成 27 年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金、課
題番号 15K13146）の交付を受けて実施された。第 1 章は、「DV 目撃が子どもに与える影響－
児童精神科クリニックにおけるカルテ調査から－」武蔵野大学人間科学研究所年報第 6 号（印
刷中）（土岐・藤森）を一部改編したものである。なお、本研究の一部は第 15 回日本トラウマ
ティック・ストレス学会（2016 年 5 月）シンポジウムにて発表した。 
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 関西圏の A 精神科クリニック（以下、A クリニック）を受診した初診時 20 歳以下の
子ども（初診時：平成 22 年 7 月～平成 28 年 3 月）1,168 人、および、関東圏の B 児
童精神科クリニック（週 1 日開設、以下、B クリニック）を受診した初診時 20 歳以下

















 A クリニックについては平成 27 年 3 月から平成 28 年 3 月、B クリニックについて
























 調査対象となった子どもの性別は、A クリニックで男性 669 名、女性 499 名、B ク
リニックで男性 173 名、女性 132 名、合計で男性 842 名、女性 631 名であった。対
象者の初診時年齢は、A クリニックで 1 歳 3 か月から 20 歳 11 か月、B クリニックで
2 歳 8 か月から 20 歳 7 か月、初診時平均年齢は、A クリニックで 12.0 歳（SD=4.5
歳）、B クリニックで 13.0 歳（SD＝3.9 歳）、合計で 12.2 歳（SD=4.4 歳）であった
（表 1）。 
 
表 1 対象者の属性 
 
 
第2項 IPV 目撃および直接虐待の有無 






図 1 IPV 目撃および直接虐待の状況（概念図） 
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 A クリニック、B クリニック、合計それぞれの状況について、図 2、図 3、図 4 に
記載した。 
 
図 2 A クリニック IPV 目撃あるいは直接虐待の状況（n=1,168） 
 
 




図 4 A・B クリニック合計 IPV 目撃あるいは直接虐待の状況（n=1,473） 
 
A クリニックでは、IPV 目撃に曝された子どもは 75 名（6.4％）で、そのうち、「IPV
目撃のみ」が 28 名（37.3％）、「IPV 目撃＋直接虐待」の複合虐待が 47 名（62.7％）で
あった。「直接虐待のみ」は 80 名で全体の 6.9％であった。B クリニックでは、IPV 目
撃に曝された子どもは 40 名（13.1％）で、そのうち、「IPV 目撃のみ」が 10 名（25.0％）、
「IPV 目撃＋直接虐待」の複合虐待が 30 名（75.0％）であった。「直接虐待のみ」は
28 名で全体の 9.2％であった。A・B クリニック合計では、IPV 目撃に曝された子ども
は 115 名（7.8％）で、そのうち、「IPV 目撃のみ」が 38 名（33.0％）、「IPV 目撃＋直













た子どもは、A クリニックでは 127 名（全体の 10.9％）、B クリニックでは 58 名（全
19 
体の 19.0％）、合計では 185 名（全体の 12.6%）であった。 
IPV 目撃に曝された子どもが、いずれかの被害を受けた子どもに占める割合は、A ク
リニックで 48.4%、B クリニックで 58.8%、全体で 51.6%であった。 
A クリニックおよび B クリニック間での被害率を比較すると、IPV 目撃に曝された
子ども、直接虐待のみのいずれの被害についても、B クリニックの方が A クリニック
よりも被害率は多くなっていた。IPV 目撃に曝された子どもと直接虐待のみを合わせ
た被害率は、A クリニックでは 155 名（全体の 13.3％）、B クリニックでは 68 名（全
体の 22.3％）であった。被害率について、X2 検定を実施したところ、B クリニックに
おける被害率は A クリニックよりも有意に高かった（X2=15.33, df=1, p＜.00）。 
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第3項 IPV の被害内容および加害者 
3－1 被害内容 
 子どもが曝された IPV の被害内容を表 2 に記載した。 
 




子どもが曝された IPV の被害内容については、A クリニックでは、身体的暴力が最
も多く 44 名（58.7％）、次いで心理的暴力が 39 名（52.0％）であった。B クリニック
では、身体的暴力および心理的暴力が最も多く、いずれも 17 名（42.5％）であった。 
 
3－2 加害者 
 次に、子どもが曝された IPV の加害者について表 3 に記載した。 
 




IPV 加害者は、両クリニックとも実父が最も多く、A クリニックで 64 名（85.3％）、
B クリニックで 33 名（82.5％）であった。次いで、両クリックとも継父が多く、A ク






子どもが曝された直接虐待の被害内容を表 4 に記載した。 
 





が最も多く、A クリニックでは 89 名（70.1％）、B クリニックでは 38 名
（65.5％）であった。次いで、両クリニックとも心理的虐待（IPV 目撃を含まな




目撃を含む）が 47.2％、ネグレクトが 23.7％、性的虐待が 1.5％であった。上記表 4
を、厚生労働省（2016）と比較可能なように、心理的虐待に IPV 目撃を含め、複数
回答総数に対する割合として各被害内容の割合を修正したものを表 5 に記載した。 
 












次に、子どもが曝された直接虐待の加害者について表 6 に記載した。 
 




直接虐待の加害者は、両クリニックとも実父が最も多く、A クリニックで 71 名
（55.9％）、B クリニックで 37 名（63.8％）であった。次いで、両クリックとも実母
が多く、A クリニックで 57 名（44.9％）、B クリニックで 15 名（25.9％）であった。
なお、A クリニックの「その他」14 名は、子どもの祖父 4 名、実兄 3 名、祖母 3 名、
実姉 2 名、義兄 1 名、不明 1 名であった。きょうだいが加害者の 6 名のうち、1 名は
性的虐待であった。B クリニックの「その他」2 名はいずれも子どもの叔母であった。 
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第5項 IPV 目撃および直接虐待の複合虐待の加害者 
 第 2 項で述べたとおり、IPV 目撃および直接虐待の複合虐待に曝された子どもは、
A クリニックで 47 名、B クリニックで 30 名、合計で 77 名であった。それら複合虐待
の加害者について、IPV 加害者と直接虐待加害者が同じであるか否かという観点で
「IPV 加害者と直接虐待加害者が同じ」、「直接虐待加害者は IPV 加害者プラスアルフ
ァ」、「IPV 加害者は直接虐待加害者プラスアルファ」、「IPV 加害者と直接虐待加害者




図 5 複合虐待の加害者 
（A クリニック：n=47、 B クリニック：n=30、 合計：n=77） 
  
複合虐待の被害に曝された子どものうち、IPV 加害者と直接虐待加害者が同じケー
スが両クリニックとも最も多く、A クリニックでは 29 名（61.7％）、B クリニックでは
24 名（80.0％）であった。これら加害者の内訳としては、A クリニックでは、実父が
最も多く 22 名（46.8％）、次いで継父が 5 名（10.7％）、B クリニックでも、実父が最
も多く 20 名（66.7％）、次いで継父が 4 名（13.3％）であった。 
次に、両クリニックとも、直接虐待加害が IPV 加害者＋αのケースで、A クリニッ
クでは 9 名（19.2％）、B クリニックでは 6 名（20.0％）であった。これら加害者の内
訳として、A クリニックでは、IPV 加害者が実父、直接虐待加害者が実父と実母であっ
24 
たケースが最も多く 8 名（17.0％）であった。B クリニックでも同様に、IPV 加害者が
実父、直接虐待加害者が実父と実母であったケースが最も多く 4 名（13.3％）であっ
た。 







 IPV 目撃に曝された子どもと IPV 加害者との同居・別居の状況を、図 6 に記載した。 
 
  
図 6 IPV 目撃に曝された子どもと加害者との同居・別居の状況 
（A クリニック：n=75、B クリニック：n=40、合計：n=115） 
 









図 7、図 8、図 9 に記載した。 
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のは、A クリニックで 45 名（60.0％）、B クリニックで 19 名（47.5％）であった。
直接虐待のみの子どもが加害者と完全に別居している割合は、A クリニックで 26 名
（32.5％）、B クリニックで 12 名（42.9％）であった。従って、いずれのクリニック
においても、加害者と完全に別居している割合は、IPV 目撃に曝された子どもの方
が、直接虐待のみの子どもよりも多かった。しかし、A クリニックでは 23 名
（30.7％）が、B クリニックでは 16 名（40.0％）が加害者と同居しており、加えて、













 IPV 目撃に曝された子どもの精神疾患の状況を、直接虐待のみとの比較で、A クリ
ニック、B クリニック、合計それぞれに、表 7 に記載した。 
 




IPV 目撃に曝された子どもは、A クリニック、B クリニックいずれにおいても、何
らかの精神疾患の症状を呈していた。A クリニックでは、不安障害が最も多く、IPV
目撃に曝された子ども 75 名のうち 17 名（22.7％）、次いで、うつが 14 名
（18.7％）、ADHD が 13 名（17.3％）、PTSD が 13 名（17.3％）、双極性障害が 12
名（16.0％）、精神遅滞が 10 名（13.3％）であった。B クリニックでは、うつが最も
多く、IPV 目撃に曝された子ども 40 名のうち 19 名（47.5％）、次いで、PTSD が 8
名（20.0％）、不安障害が 6 名（15.0％）、ADHD が 6 名（15.0％）であった。また、
被虐待症候群と診断されたものが、A クリニックでは 4 名（5.3％）、B クリニックで












A クリニック、B クリニック、合計それぞれに、表 8 に記載した。 
 





は、頭痛、腹痛、睡眠の問題等の身体症状を主訴としたものが最も多く 75 名中 23 名
（30.7％）であった。次いで、不登校・引きこもりが 15 名（20.0％）、IPV 目撃あるい
は虐待が 13 名（17.3％）、イライラが 11 名（14.7％）、不安・恐怖が 11 名（14.7％）
であった。B クリニックでは、不登校・引きこもりが最も多く 40 名中 14 名（35.0％）
31 
であった。次いで、攻撃行動・自傷行為が 12 名（30.0％）、IPV 目撃あるいは虐待が 9
名（22.5％）、身体症状が 9 名（22.5％）であった。そのほかには、両クリニックとも、








待を主訴として受診した子どもは、A クリニックで 3 名（3.8％）、B クリニックで 3 名






較で、関西圏の A クリニックおよび関東圏の B クリニックを受診した子どものカルテ調
査により実施した。 
DV 目撃および直接虐待の有無 
 A・B 両クリニックを受診した子どもの 1 割前後が、IPV 目撃に曝されており、そのう
ちの 6～7 割が、IPV 目撃と直接虐待の複合虐待に曝されていることが認められた。複合
虐待の割合は、二次医療機関を対象とした笠原（2008）により報告されている、複合虐待
に曝された子どもの割合 61.9％とほぼ整合するものとなっていた。 
 直接虐待のみに曝された子どもは、A・B 両クリニックで全体の 1 割弱で、両クリニッ
クにおいて、IPV 目撃に曝された子どもとほぼ同程度の被害率となっていた。 
IPV 目撃、直接虐待のみのいずれの被害についても、B クリニックの方が A クリニック
よりも被害率は高くなっていた。また、IPV 目撃と直接虐待のみを合わせた被害率は、A
クリニックで全体の 1 割強、B クリニックで 2 割強であり、B クリニックの被害率が A ク
リニックよりも有意に高かった。A・B クリニックそれぞれの所在県における、「児童相談
所における児童虐待相談対応件数」（厚生労働省，2016）の「子ども人口」（総務省，2015）
に対する割合を算出したところ、A クリニック所在県では 0.5％、B クリニック所在県で
は 1.0％と、B クリニック所在県が A クリニック所在県の 1.9 倍であった。したがって、
A クリニックと B クリニックの被害率の差は、所在県における児童虐待発生率の差を反映
している可能性が示唆された。 
 さらに、IPV 目撃に曝された子どもが、いずれかの被害（IPV 目撃・直接虐待）をうけ
た子どもに占める割合（A クリニック 48.4％、B クリニック 58.8％、合計 51.6%）は、警
察が児童相談所に通告した児童虐待件数に占める IPV 目撃の割合（平成 27 年度：45.4％）
（日本経済新聞電子版，2016）よりも多くなっていた。虐待通告全体に占める IPV 目撃































は 26.6％であったが、被虐待者の年齢別構成割合は、3 歳未満が 31.2％、3 歳～学齢期が
26.2％、小学生が 26.2％、中学生が 24.7％、高校生その他が 22.0％となっており、ネグ
レクトは特に 3 歳未満の低年齢児に多いことが報告されている。本研究が対象とした両ク
















 「IPV 目撃と直接虐待」の複合虐待の加害者については、IPV 加害者と直接虐待加害者
が同じケースが、両クリニックとも最も多かったが、加害者が異なるケースや複数存在す




 IPV 目撃に曝された子どもと IPV 加害者との同居・別居の状況については、両クリニ































































① 一次医療機関の臨床現場である 2 つの児童精神科クリニックを受診する子どもの 1
割前後が、IPV 目撃に曝されていた。このうち、IPV 目撃と直接虐待の複合虐待に
曝された子どもは、6～7 割であった。このことから、両クリニックを受診する子ど
もの少なからぬ割合が、IPV 目撃に曝されており、そのうちの多くが IPV 目撃と直
接虐待の複合虐待に曝されていることが認められた。 
② IPV 加害者は実父・継父を合わせると 9 割を超えていたが、内閣府男女共同参画局












⑤ IPV 目撃に曝された子どものうち、IPV 目撃を主訴として来院した割合は、いずれ












第2章 研究 2：学校現場における IPV 目撃被害の状況調査2 
 
第1節 問題の背景と本研究の目的 
第 1 項 問題の背景 
広く子どもに接する一次医療機関の臨床現場である児童精神科クリニックを対象と
した IPV 目撃被害を調査した研究 1 では、受診した子どもの相当数（1 割程度）が IPV
目撃被害に曝されていることが認められた。しかしながら IPV 目撃を主訴として受診




















人を対象とした調査で 34.9%が（西原他，2008）、2013 年には、146 人の小学校養護教
諭を対象とした調査で 39.0%が（青柳他，2013）、2015 年には、小学校教員 113 名を
対象とした調査で 74.8%が（李・安達，2015）が被虐待児童と遭遇した経験があると
報告している。 
 しかしながら、児童虐待の中でも、心理的虐待の 1 つである IPV に曝されている子
どもに特化して、その対応状況を明らかにした調査は、ほとんど行われていないのが現
                                                   
2 第 2 章は、日本安全教育学会学会誌「安全教育学研究」16 巻 2 号、p3－12（2016）（土岐・
松浦・清水・藤森）を一部改編したものである。なお、本研究については、日本安全教育学会

















究参加に同意した 143 名を分析対象とした。 
 
第2項 調査方法 
 子どもが DV 被害に曝されている事案（以下、DV 事案という）（なお、本研究にお









(3)直接かかわった件数（「1 件」、「2～5 件」、「6～10 件」、「11～20 件」・・「51 件以






























 有効回答数は 143 名であり、内訳は、教育委員会指導主事 43 名（30.1％）、教諭等
37 名（25.9％）、養護教諭 34 名（23.8％）、スクールカウンセラー23 名（16.1％）、校





回答者の平均年齢は 45.2 歳（SD=10.2 歳）、平均経験年数 17.8 年（SD=11.6 年）、
男女比は男性 51.0％、女性 49.0％であった（表 9）。平均年齢については、文部科学省
が公表している公立小・中・高等学校の教員の平均年齢（公立小学校：44.0 歳、公立中












第2項 DV 事案に関わった率および件数 
DV 事案に関わった率は全体で 39.9％であった。また、関わった率を職種別に見て
行くと、校長等管理職が 75.0%、次いでスクールカウンセラーが 69.6％、指導主事が
46.5％、養護教諭が 41.2％、教諭等が 8.1％であった（表 10）。 
 
表 10 DV 事案に直接関わったことがあるか（職種別）（n=143） 
 
 
関わった件数は、2－5 件が 56.1％、次いで 1 件が 26.3％、6－10 件が 10.5％であっ
た（表 11）。また、職種別にみていくと、6 件以上関わったと回答した職種の大半が指
導主事かスクールカウンセラーであり、70.0％（10 人中 7 人）がいずれかの職種であ
った（表 11）。 
 




第3項 DV 事案に関わったきっかけ 
関わったきっかけ（複数回答）としては、「被害児童生徒から打ち明けられた」が
56.1％、次いで「他の教職員から相談を受けた」が 54.4％、「被害児童生徒に働きかけ
た」が 24.6%であった。また、「DV 被害親から相談された」が 10 名（17.5％）であり、










第4項 DV 事案への対応 
DV 事案にどのように対応したか（複数回答）については、「上司等に報告」が 59.6％、
「担任からの相談を受け話を聞いた」が57.9％、「被害児童生徒から話を聞く」が50.9%、





回答が 2 名（3.5％）あった。 
「外部機関と連携」と回答した 26 名に、具体的にどの機関と対応したかを自由記述
（複数回答）で求めたところ、半数の 13 名が児童相談所と回答し、次いで、市（区）



















































表 16 対応に困難を感じた事柄の個別内容の概要（自由記述） 

































































37 名中 3 名）となっていた。本研究の調査対象者は、学校の危機管理等に関する研修会
等の参加者であり、指導主事・養護教諭・スクールカウンセラーが 7 割を超えていた。し
たがって、今回の調査結果は、DV 事案の全体の経験率につき、過大評価されている可能





















































































第 3 章 IPV 関係を終結するか継続するかの意思決定に関する先行研究の概観
3 
 
第 1 節 問題の背景と目的 
序章で述べたとおり、IPV の被害率は、配偶者からの暴力で 4～6 人に一人、交際相
手からの暴力で 5～9 人に一人（内閣府男女共同参画局，2015）と高いレベルで推移し
ているのみならず、暴力被害を受けても加害者と別れないケースが配偶者からの暴力で














の DV 関係があるとする報告もある（岡本，2008；岡本・渡邉，2011）。 
第一部では、研究 1（第 1 章）で一次医療現場である児童精神科クリニックにおい
て、研究 2（第 2 章）で学校教育現場において、IPV 目撃に曝された子どもがどの程度
存在するのか、どの程度認識されているかの状況調査を実施した。研究 1 では、調査対
象とした 2 つの児童精神科クリニックを受診した子どもの相当数（1 割程度）が IPV 目
撃被害に曝されていることが認められたが、そのうちの 3～4 割が IPV 加害者と同居し
ていることが認められた。研究 2 では、IPV 目撃に曝された子どもに直接関わった学校





                                                   





















あったものが、1977 年は 44 件であった（Barnett & LaViolette, 1993）。同じ 1970 年代






Rosenwald & Robey, 1964）が主流であった（Anderson & Saunders, 2003）。これによ
り、夫の暴力に抗議する妻たちの訴えは意味がないとされ、支援活動は一時退けられた。
しかしながら、この初期の研究は、これに反論するために、後続の研究を喚起したという
意味で有効であったとする見方もある（Rhodes & McKenzie, 1998）。その後、上記のよ
うな時代背景のもと、1970 年代後半から、シェルター居住の IPV 被害者を中心として、
IPV 関係を終結するか継続するかの決定における個別要因に関して数多くの研究が実施
された。これら個別要因に関する研究を、研究者たちによってしばしば使われている、被
害者要因、加害者要因、カップル要因というカテゴリーに分けて（Hotaling & Sugarman, 











係を終結する意思がある、あるいは実際に終結したとする報告（Gordon, Burton & 
Porter, 2004; Herbert, Silver & Ellanrd, 1991; Pape & Arias, 2000）と、暴力の原
因を自分あるいはパートナーに帰属させるのではなく、状況に帰属させる女性は関




Michael, Krasavage-Hopkins, Schneiderman & Bickman, 1989; Hilbert & 
Hilbert, 1984; Hilbert, Kolia & VanLeeuwen, 1997; Lesser, 1990; Snyder & 
Scheer, 1981）。また、多くの研究で、過去により多くの回数、パートナーとの別離
を経験している女性の方が、シェルター滞在後の終結意図があると報告されている
（Compton et al., 1989; Okun, 1988; Schutte, Malouff & Doyle, 1988; Snyder & 
Scheer, 1981）一方で、過去のパートナーとの別離の回数と終結意図とは関係がな
いとした報告もある（Martin, Berenson, Griffing, Sage, Madry, Bingham & 














（Anderson & Saunders, 2003）、幼少期の虐待経験と IPV 関係に戻る蓋然性との
関係を支持した研究（Lesser, 1990）は、例外的である（Anderson & Saunders, 
57 
2003; Rhatigan et al., 2006）。多くの研究が、幼少期の虐待経験あるいは両親間の
暴力の目撃と関係終結の意思決定について関係がないと報告しているか（Aguirre, 
1985; Herbert et al., 1991; Johnson, 1992; Okun, 1988; Strube & Barbour, 
1984）、虐待経験あるいは目撃した経験をもつ女性たちは、より多く関係を終結さ
せたと報告している（Pagelow, 1981; Schutte et al., 1988）。 
 
1-3 被害者のもつ経済的・社会的資源 
 例外はあるものの（Herbert et al., 1991）、多くの研究は、被害者の就労や経済
的独立性といった経済的資源をもつ女性の方が、IPV 関係終結をより多く選択した
と報告するものであり（Aguirre, 1985; Frisch & MacKenzie, 1991; Gondolf, 1988; 
Griffing, Fish-Regin, Sage, Madry, Bingham & Primm, 2002; Horton & Johnson, 
1993; Johnson, 1992; Lesser, 1990; Okun, 1988; Strube & Barbour, 1983, 
1984）、財政的な指標は非常に強固なものであると言える（Anderson & Saunders, 
2003）。一方で、これらの研究の多くは、経済的資源を必要とするようなシェルタ
ー居住の被害者を対象にしているため、経済的により恵まれているグループ等への
一般化には慎重になるべきであるという見方もある（Johnson, 1992; Rhatigan et 
al., 2006）。ただし、教育水準と終結意思については、関係があるとする報告
（Frisch & MacKenzie, 1991; Schutte et al., 1988）と、関係がないとする報告
（Johnson, 1992; Martin et al., 2000）が混在している。 
 被害者がもつ代替的な住居の選択肢や相談相手などのソーシャルサポートの有無
と関係終結の意思決定との間には、必ずしも相関関係がみられないと報告されてい
る（Follingstad, Hause, Rutledge & Polek, 1992; Horton & Johnson, 1993; 





を報告し（Frisch & MacKenzie, 1991）、さらに、結婚に関してより伝統的な価値
観・信念を持つとみられるローマ・カトリック女性の方がより多くパートナーの元
に戻ったと報告されている（Snyder & Scheer, 1981）。また、より高い自尊感情を







パートナーに対して傲慢な態度で行動し（Gordon et al., 2004）、反社会的、自己
愛的、演技的といった病的な人格特性を持つ男性（Gortner, Berns, Jacobson & 
Gottman, 1997）、家に武器を保有する男性（Stroshine & Robinson, 2003）、パー
トナーにストーカー行為をする男性（Stroshine & Robinson, 2003）、アルコール中
毒に分類される男性（Lesser, 1990）は、被害者の関係終結の意図とより多く関わ
りがあることが報告されている。加害者カウンセリングに参加しない男性
（Aguirre, 1985; Gondolf, 1988）も、被害者の関係終結の意図とより多く関わりが









を示し（Compton et al., 1989; Okun, 1988）、また、加害者の教育水準が低い方がシ
ェルター退去時の終結意図に関係するという報告がある（Okun, 1988）。さらに、よ
り高い家族収入が、女性たちの継続の意思決定に関係していることを示唆する報告







べ、より頻繁に関係終結を意図したと報告されている（Gortner et al., 1997; 




報告したとする研究結果（Hilbert & Hilbert, 1984; Snyder & Scheer, 1981; 
Strube & Barbour, 1983, 1984）、結婚期間が長い女性の方がより多く終結意図を示
したとする研究結果（Compton et al., 1989）、関係の長さと終結の意思決定との間
には関係がないことを示した研究結果（Frisch & MacKenzie, 1991; Martin et al., 



































らかにしようとしている（Bell, Goodman & Dutton, 2007）。IPV 関係の終結は、何カ
月あるいは何年もの期間にわたる多くの決定と行動を含む複雑なプロセスであると概念









（Rhatigan et al., 2006）理論的な説明モデルに関する研究を概観する。 
ここでは、説明モデルの主要な概観研究（Choice & Lamke, 1997; Rhatigan et al., 
2006; Strube, 1988）で検討されている 6 つの代表的なモデル（学習性無力感（Walker, 
1979 斎藤監訳 1997，Walker, 1983）、トラウマティック・ボンディング（Dutton & 
Painter, 1981）、合理的行動と計画的行動理論（Ajzen & Madden, 1986）、心理的罠
（Brockner & Rubin, 1985）、インベストメント・モデル（Rusbult, 1980）、2 段階意思







意思決定のモデルとして提唱されたものを IPV 関係に適用したものである。2 段階意思
決定モデルは、学習性無力感、合理的行動と計画的行動理論、心理的罠、インベストメ








Walker（1979 斎藤監訳 1997，1983）は、100 人以上の IPV 被害女性と面談
し、Seligman（1975）の学習性無力感の理論、すなわち、自分の無力をいったん信
じるとそのあとで好ましい結果が出ても、起きる事を少しでも変えられるとは信じ
られないという概念を、IPV 関係に適用し、被害者が IPV 関係にとどまって逃げな
い理由の説明としている。 

















も当てはめやすいモデルである（Rhatigan et al., 2006）。また、行動の学習・強化
理論に基づいており、多くの被害女性たちに共通している臨床的な抑うつに関係し
た障害を理解するための手段として用いられてきた（Rhatigan et al., 2006）。さら
に、被害者による暴力の原因帰属の違いが学習性無力感の結果に影響を与えるとい
う論理（Abramson, Seligman & Teasdale, 1978）によって、IPV 関係に留まる女









戻るという意思決定については、説明できていない（Rhatigan et al., 2006; 
Strube, 1988）。さらに、いくつかの個別の要因研究によって示された、適切な外部
資源の有無や関係性への満足といった要素について、このモデルでは認識されてい
ない（Rhatigan et al., 2006）。 
また、このモデルが前提としている“暴力への暴露の程度”と“関係終結に対す
る意図”との反比例の関係を、実証的な研究ではほとんど確認できていない
（Rhatigan et al., 2006）。すなわち、より深刻なあるいはより頻度の高い暴力が関
係終結の意図を強めると報告した研究（Follingstad et al., 1992; Horton & 
Johnson, 1993; Rounsaville, 1978）、より深刻でない暴力が関係終結の意図を強め
ると報告した研究（Johnson, 1992）、怪我の深刻さが関係の継続と関連があると報
告した研究（Pagelow, 1981）、暴力の深刻さあるいは頻度と関係終結に対する意図
との関係を見いだせなかった研究（Aguirre, 1985; Gondolf, 1988; Okun, 1988; 










（Horton & Johnson, 1993）は、学習性無力感が以前考えられていたほど被害女性







略およびより受動的な方略への傾向が強いこと（Barnett & LaViolette, 1993）、シ
ェルターに居住する虐待された女性たちは、提示された問題解決タスクにかける時
間が非虐待女性たちに比べ有意に少なく、また、一般的な問題解決タスクに対して
より少ない選択肢しか提出していなかったこと（Launius & Lindquist, 1988）、さ
らには、虐待された女性たちの多くに低い自尊感情や抑うつ症状が見られるという
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多くの研究結果（Jasinski & Williams, 1998）がある。ただし、低い自尊感情につ
いては、それが虐待の結果生じたものであるという報告もあるが、横断的研究とい












































決定を説明していない可能性がある（Rhatigan et al., 2006）。また、本モデルにお
ける周期的な暴力の増大は関係終結の機会を減少させるという考えは、実証的研究















た、研究対象者のうち 4 名は加害者のもとへ戻ったとのことであるが、これら 4 名
と戻らなかった対象者との間の比較検討がなされていない。従って、この研究結果





























果を生み出すと信じるであろう（Rhatigan et al., 2006）。 
しかしながら、本モデルは対人関係に特有のモデルでは無く、意思決定の一般的
なモデルであるため、対人関係に特有の情報が不足している（Rhatigan et al., 
2006）。また、被害女性が IPV 関係を終結するか継続するかの意思決定を完全に自
分のコントロール下にあるものと認識するか否かについては検証が必要である







（Rhatigan et al., 2006）。ただし、本モデルを検証したただ 2 つの研究、すなわ
ち、シェルター居住の被害女性を対象とした研究（Byrne & Arias, 2004）および
IPV 被害を受けている女子大学生を対象にした研究（Edwards, 2012）によると、








せるという意思決定プロセスのことであり（Brockner & Rubin, 1985）、もとは組
織的な行動を研究するために使われていたものである（Choice & Lamke, 1997）。
IPV 関係では、女性たちは暴力が続いているときでさえも、過去の投資を意味ある
ものにするために、関係へのコミットメントを増大させ、積極的に関係性に対して













（Rhatigan et al., 2006）。しかし、深刻な被害を受けた女性たちは、彼女たちが経
験している暴力を最小化せずにそれを重要な引き際だと認識し、しばしば関係終結















（Kelley & Thibaut, 1978; Thibaut & Kelley, 1959）から発展し、男女関係におけ
るコミットメントを理解するために開発されたもので、経済的安定や情愛といった
重要なニーズが IPV 関係なしには満たせないと思えば、IPV 関係にコミットし、
IPV 関係を終結させることはできないというものである。関係へのコミットメント
とは、関係を続けたいと思うこと、関係に心理的に愛着を感じていること、そのた
めに関係に対して長期の展望を保持し続けることである（Rusbult & Martz, 
1995）。 
この IPV 関係へのコミットメントは、関係性への満足度および上質な代替策なら















対人関係における意思決定を理解するための一般的なアプローチ（Rhatigan et al., 
2006）である。また、コミットメントの構成概念は、被害女性に共通してみられる
別離と復縁の“行きつ戻りつ”のプロセスを説明している（Rhatigan et al., 
2006）。さらに、IPV 関係の終結を、一時点だけを切り取った静的な結果としてで
はなく、むしろ、流動的で動的なプロセスとして、理解することを可能にするもの
である（Rhatigan et al., 2006）。加えて、IPV 関係の終結あるいは継続に関する多
様な反応の理解に有用であり（Strube, 1988）、IPV 関係終結決定の個別の要因に関




（Rhatigan et al., 2006）。また、暴力の原因帰属を女性たちがどう捉えているかと






高い相関関係にあり（それぞれの r = .71, -.52、.48）、3 要因合わせてコミットメン
トの 61%の分散を説明するとともに、関係終結の決定に関する約 50%の分散説明を
予測すると示している（Le & Agnew, 2003）。IPV 関係においては、シェルターに居
住の被害女性を対象とした研究（Rhatigan & Axsom, 2006; Rusbult & Martz, 1995）、
IPV 被害を受けている女子大学生を対象とした研究（Edwards, 2012; Edwards, 
Gidycz & Murphy, 2011; Katz, Kuffel & Brown, 2006; Rhatigan & Street, 2005; 




いたと報告しており、Rhatigan, Moore & Stuart（2005）は、暴力介入プログラムに
裁判所命令で参加している女性たちを対象にした研究で、暴力的関係終結の意思の
分散説明のうち約 63％をこのモデルが予測したと報告している。さらに、Edwards
（2012）は、本モデルが IPV 被害を受けている女子大学生の終結意図の 69%を説明












第6項 2 段階意思決定モデル 
6-1 2 段階意思決定モデルとは 
















とを可能にしている（Rhatigan et al., 2006）。しかしながら、複数のモデルの統合
によって、例えば、学習性無力感に示された意思決定に暴力が与える影響や罠に嵌
った被害女性が経験する葛藤や不調和といった、個別のモデルにおける特定の部分
が喪失してしまっている（Rhatigan et al., 2006）。また、４つの個別のモデルに関
して、実証的なエビデンスがほとんどないものがあるにも関わらず、IPV 関係終
結・継続の意思決定を説明するために妥当性があり重要であるということを前提と











いは 2 つの質問の関係については、わかっていない（Rhatigan et al., 2006）。 
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第7項 モデル研究概観のまとめ 
以上の 6 つのモデルの長所・短所について、表 17 に要約した。 
 
表 17 IPV 関係終結・継続の決定プロセスに関する説明モデルの比較 














































































































































説明モデルとして、学習性無力感（Walker, 1979 斎藤監訳 1997；Walker, 1983）や
トラウマティック・ボンディング（Dutton & Painter, 1981）といった暴力関係特有の
モデルと、インベストメント・モデル（Rusbult, 1980）に代表される一般的な対人関
係におけるモデルを IPV 関係にも適用したものがある 
このうち暴力関係特有のモデルである学習性無力感（Walker, 1979 斎藤監訳 







おける別離と復縁を繰り返すプロセスを説明し、IPV 関係終結・継続が 1 回だけの意
思決定の結果で終わるものではなく、その時々の IPV 関係に対する終結・継続の意図
およびそれに伴う行動である意思決定を、動的プロセスとして理解することが可能と
                                                   
4 第 4 章は、「インベストメント・モデルの基礎的検証－親密なパートナーからの暴力関係を終
結するか継続するかの意思決定の側面から－」日本トラウマティック・ストレス学会 トラウ

















































図 10 IPV 関係におけるインベストメント・モデルの概念図 
（Rusbult et al.（1998）を基に作成） 
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第 2 節 方法 
第 1 項 調査対象 
調査対象者は、都内私立大学に在籍し心理学系の授業を受講する大学生 284 名（女
性 213 名、男性 71 名）であった。そのうち、不完全回答者 16 名を除いた女性 200




第 2 項 調査方法 
性的被害経験のある 213 名の女子大学生を対象とした米国の先行研究（Rhatigan, 
Shorey & Nathanson, 2011）で使用された大学生カップルの IPV 架空事例を基に、
日本の大学生文化に適合するように修正した架空事例に対して、インベストメント・
モデル（Rusbult, 1980）の 4 要素（コミットメント、満足度、代替策、投資）の程
度を、Investment Model Scale（以下、IMS という）（Rusbult, Martz & Agnew, 
1998）を日本語訳した質問紙を用いて測定した（資料 2）。なお、IMS 及び IPV 架空
事例の原著者はいずれも逝去しているため、それぞれの共著者から使用の許諾を得
た。また、架空事例については、日本の大学生文化への適合性という観点から、20 代
女子大学院生 7 名の査閲を受けた。 
使用した架空事例の概略は以下の通りである（資料 3）。 























ら、先行研究（Rhatigan et al., 2011）で付加されたそれ以外の代替策を想定した 4









第 3 項 調査手続 



















第 3 節 結果 


















範囲M SD Min Max M SD Min Max
満足度 7.72 6.75 0 34 6.03 5.88 0 25 0-40
代替策 35.72 10.72 9 72 31.41 10.32 0 55 0-72
投資 23.85 7.87 4 40 21.94 7.96 0 40 0-40
ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ 18.75 8.23 0 47 19.31 8.24 3 39 0-56
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第 2 項 IMS 尺度の因子分析 
 IMS 尺度の因子構造を確認するための因子分析については、原尺度（Rusbult, Martz 












かった 1 項目（コミットメント、項目 23「一年以内に祐樹とは別の誰かと交際して
いる可能性が大きい。」）を削除し、再度、25 項目を対象に因子分析（最尤法、プロ
マックス回転）を男女別に行った。表 19 に 2 度目の因子分析の結果を記載した。
男女とも、再び 4 因子が抽出された。第 1 因子には、男女ともに満足の 5 項目（1
～5）全てが関与しており高い負荷量を示した。ただし、女性については、項目 24
（コミットメント）に第 1 因子への負荷が認められた。第 2 因子には、男女とも
に、代替策の 9 項目（6～14）ほぼ全てが関与しているとともに、コミットメント
の 1 項目（22）が関与していた。加えて、男性については、項目 11、12、13（代
替策）が複数の因子にまたがる傾向を示しており、特に項目 13 はいずれの因子に
対する負荷量も低いものであった。第 3 因子には、男女ともに投資の 5 項目（15～
19）全てが関与しており高い負荷量を示した。第 4 因子には、男性では、コミット
メントの 6 項目中 5 項目（20、21、24、25、26）が関与しており高い負荷量を示
した。女性では、3 項目（20、25、26）が高い負荷量を示したが、項目 24 は第 1
因子への負荷が認められ、項目 21 はいずれの因子に対する負荷量も低いものであ
った。なお、以下の分析では、表 19 に示すように、男女いずれかで、.35 以上の負
荷量を示すものを基準とし、第 1 因子は「関係への満足度」、項目 22 を帰属させた































1  （満足度）祐樹との関係に満足感を感じている。 .78 .06 .07 .02 .70 .20 .16 .00
2  （満足度）祐樹との関係は、他の人たちとの関係に比べてずっと良い。 .81 -.09 .02 -.13 .74 -.04 .00 .00
3  （満足度）祐樹との関係は、理想に近い。 .92 .01 -.18 .00 .82 -.06 -.07 -.06
4  （満足度）祐樹との関係は、私を幸せにしてくれる。 .84 .06 -.10 .07 .89 -.05 -.05 -.05
5  （満足度）祐樹との関係は、「お互いの親密な関係」や「一緒にいる
という関係」の中で、私が求めるものを十分に満たしてくれる。




.17 .47 .04 -.04 .18 .46 -.01 -.00
7  （代替策）別の人との交際や、友人と時間を過ごしたり自分ひとりで
時間を過ごすといった、祐樹との関係に代る代替策は、理想に近い。
-.03 .68 .06 .00 .02 .70 .20 -.11
8  （代替策）祐樹と交際していなければ、私は上手くいっていたと思う。
他の魅力的な人を見つけて交際していたと思う。
-.09 .40 .13 -.10 .16 .50 .04 -.12
9  （代替策）別の人との交際や、友人と時間を過ごしたり自分ひとりで
時間を過ごすといった、私の代替策は、私にとって魅力的だ。




-.04 .63 -.02 .08 -.01 .44 .00 .02
11（代替策）私は、私自身の要求を自分で満たすことが出来る。 .02 .55 -.08 .05 .03 .54 -.54 .16
12（代替策）私の経済的な要求は、私自身か祐樹以外の人によって容易
に満たされると思う。
-.05 .46 -.13 .22 -.04 .31 -.44 .17
13（代替策）もし祐樹と別れることになったとしても、私は安心かつ安
全な感じを抱けると思う。
.16 .45 -.29 .08 -.03 .26 -.26 .25
14（代替策）全体として、あなたの代替策については、どのような説明
が当てはまりますか。（0：とても質が悪い、8：とても質が良い）
.09 .67 .04 -.03 -.04 .55 .06 .04
22（コミットメント）祐樹との関係が近い将来終わるとしてもあまり心
を乱さないと思う。(逆転項目)




.06 .01 .81 -.02 .00 .20 .69 .15
16（投資）余暇の過ごし方など私の生活の多くは祐樹と繋がっていて、
もし別れたらそれらすべてを失うと思う。
-.01 -.22 .62 .13 -.06 .02 .62 .26
17（投資）多くのものを祐樹との関係につぎ込んできたように、祐樹と
の関係にどっぷりつかっている感じがする。
-.03 .06 .84 .01 -.09 .28 .67 .20
18（投資）もし祐樹と別れたら、私の友人関係や家族関係は、複雑なも
のになると思う。
.07 -.14 .36 -.04 .04 -.23 .75 -.12
19（投資）私が知っている他の人に比べて、私は祐樹との関係に多くの
ものを投資してきた。
-.01 .17 .84 -.04 .02 .22 .70 -.01
第 4因子「関係へのコミットメント」（α＝女性.83、男性.84）
20（コミットメント）祐樹との関係が長く続いて欲しいと思う。 .33 -.15 .07 .44 .12 -.20 .24 .70
21（コミットメント）祐樹との関係を続けることにコミットしている。 .23 -.01 .23 .15 .10 -.06 .21 .51
24（コミットメント）私は祐樹ととても強く結ばれていて、祐樹との関
係に私はとても愛着を感じている。
.45 .04 .25 .27 -.04 .06 .04 .77
25（コミットメント）祐樹との関係が永遠に続くことを望んでいる。 .08 .05 -.02 .97 -.16 -.17 -.07 .98
26（コミットメント）例えば、数年後の祐樹との関係を想像するといっ
たように、祐樹との将来に関心が向いている。
.30 .05 .02 .45 .22 .06 -.10 .51
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2－2 3 要素（満足・代替策・投資）と 1 要素（コミットメント）の因子
分析 




及び解釈の可能性から、男女とも 3 因子が抽出された。表 20 に因子分析の結果を
記載した。男女とも、第 1 因子には、満足の 5 項目（1~5）のすべてが、第 2 因子
には代替策の 9 項目（6~14）全てが、第 3 因子には投資の 5 項目（15~19）全てが
関与しており、.38 以上の高い負荷量を示した。よって、第 1 因子は「関係への満
足度」、第 2 因子は「代替策の質」、第 3 因子は「投資の程度」と命名した。 
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男女とも 1 因子が抽出された。ただし、男女いずれにおいても因子負荷量が 0.35
に満たなかった 2 項目（項目 3「祐樹との関係が近い将来終わるとしても、あまり
心を乱さないと思う。」項目 4「一年以内に祐樹とは別の誰かと交際している可能性
が大きい。」）を削除し、再度、5 項目を対象に因子分析（最尤法、バリマックス回
転）を男女別に行った。表 21 に 2 度目の因子分析の結果を記載した。男女とも、
再び 1 因子が抽出され、コミットメントの 5 項目（1~2、5~7）が関与してお
り、.47 以上の高い負荷量を示した。よって、第 1 因子は「関係へのコミットメン
ト」と命名した。 
 






コミットメント」.84 であり、十分な内的整合性が示唆された（表 20、表 21）。 
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第 3 項 仮説検証のための分析 
第 2 項では、2－1 で 4 要素を対象とした因子分析と、2－2 で 3 因子および 1 因子
をそれぞれ対象とした因子分析を行った結果、「代替策の質」の下位項目が異なる結
果となったため、以下の分析ついても、4 要素を対象とした因子分析結果と 3 要素お




第 2 項 2－1 の因子分析によって導き出された IMS 尺度の「関係への満足度」、
「代替策の質」、「投資の程度」の各因子と、「関係へのコミットメント」との相関






は r =.383（p＜.01）と相関がそれぞれ見られた。 
 

























満足度 ― －.176* .319** .711** ― .024 .098 .399**
代替策の質 ― －.326** －.303** ― －.005 －.110*
投資の程度 ― .460** ― .383**
ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ ― ―








図 11 IMS 尺度 重回帰分析結果（β係数、R2） 




3－2 3 要素（満足・代替策・投資）および 1 要素（コミットメント）
を対象とした因子分析に基づく仮説検証のための分析 
第 2 項 2－2 の因子分析によって導き出された IMS 尺度「関係への満足度」、「代
替策の質」、「投資の程度」の各因子と、「関係へのコミットメント」との相関分析






のコミットメント」は r =.383（p＜.01）とそれぞれ正の相関が見られた。 
 

















図 12 IMS 尺度 重回帰分析結果（β係数、R2） 
              （注： *** p＜.001，** p＜.01，* p＜.05） 
 
 
以上のことから、4 要素を対象とした因子分析結果（第 2 項 2－1）を基にした相関分













第 4 節 考察 
本研究では、日本の IPV 関係では未だ検証されていないインベストメント・モデル













害女性を対象とした先行研究（Rhatigan & Axsom, 2006; Rusbult & Martz, 1995）や
IPV 被害経験のある女子大学生を対象とした先行研究（Edwards, 2012; Edwards et al., 


































第 5 章 研究 4：日本語版インベストメント・モデル尺度の信頼性・妥当性の検
証5 
 
第 1 節 問題の背景と本研究の目的 
第1項 問題の背景 
IPV 被害者が、加害者と別れない、あるいは、一旦関係から逃れても再び加害者の元




















研究 3 では、男女大学生 268 名を対象に IPV の架空事例および Investment Model 
Scale（Rusbult et al., 1998）に先行研究（Rhatigan et al., 2011）で付加された 4 項




                                                   
5本研究は、日本学術振興会平成 27 年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金、課題
番号 15K13146）の交付を受けて実施された。第 5 章は、「日本語版 Investment Model Scale
の信頼性と妥当性の検討－親密なパートナーからの暴力関係を終結するか継続するかの意思決




概念妥当性が認められた。   








証することが出来るように、研究 3 で使用された修正 Investment Model Scale 日本
語訳に更なる内容的妥当性の観点から修正を加えた日本語版 Investment Model Scale
（以下、日本語版 IMS という）を作成し、信頼性、構成概念妥当性の更なる検証、な
らびに収束的妥当性、弁別的妥当性の検証を、日本の女子大学生を対象に、研究 3 で





















図 13 IPV 関係におけるインベストメント・モデルの概念図 
（Rusbult et al.（1998）を基に作成） 
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第 2 節 方法 
第1項 調査対象 
調査対象者は、都内私立大学に在籍し心理学・医療系の授業を受講する女子大学
生・大学院生 281 名であった。そのうち、不完全回答者 16 名を除いた 265 名
（M=21.1 歳、SD=4.19 歳）を分析対象とした。このうち、現在もしくは過去に交際
関係があると回答した対象者は 194 名（73.2％）であった。 
 
第2項 調査方法 








正している（資料 4、資料 5）。 
使用した架空事例の概略は以下の通りである（研究 3）。 












IPV 架空事例に対して、研究 3 で使用した修正 Investment Model Scale 日本語
訳に、更なる内容的妥当性の検討の結果、一部日本語を平易に改訂した日本語版









あり、満足度 5 項目、代替策 9 項目、投資 5 項目、コミットメント 7 項目の合計
26 項目について 9 段階のリッカートタイプの尺度（1「全くそう思わない」、9「非





ため、それぞれ 5 項目の導入質問（採点対象外）が用意されている（資料 6）。 
 
2-3 収束的妥当性関係質問紙 
日本語版 IMS の収束的妥当性を検討するために、原尺度（Rusbult et al., 
1998）の収束的妥当性の検討に使用された尺度を基に、親密な関係性の質を測定す
る以下の 3 つの質問紙を用いて、IPV 架空事例に対して回答を求めた。 
 
a) 日本語版 Love-Liking 尺度 
原尺度（Rusbult et al., 1998）では、Rubin (1970)による好意とロマンティッ
クな愛情を測定する The Liking and Loving Scale が収束的妥当性を検討する際
の尺度の 1 つとして用いられていたが、本研究では、The Liking and Loving 
Scale の日本語版である、日本語版 Love-Liking 尺度（藤原・黒川・秋月，
1983）を用いた。藤原他（1983）では、The Liking and Loving Scale（Rubin, 
1970）の Love13 項目、Liking13 項目ではなく、Love 11 項目、Liking9 項目を
推奨しているため、本研究では、Love11 項目、Liking9 項目の 9 段階リッカート
タイプの質問紙を使用した（資料 7）。なお、本研究における各因子の Cronbach 
α係数は、「Love」.94、「Liking」.94 であった。 
 
b) The scale of Inclusion of Others in the Self 
原尺度（Rusbult et al., 1998）の収束的妥当性を検討する際の尺度の 1 つとし
て用いられた Aron, Aron & Smollan（1992）の The scale of Inclusion of 







c) The Trust Scale 
原尺度（Rusbult et al., 1998）の収束的妥当性を検討する際の尺度の 1 つとし
て用いられた Rempel, Holmes & Zanna（1985）による親密な関係性における信
頼感を測定する The Trust Scale の日本語訳を用いた。The Trust Scale は合計






日本語版 IMS の弁別的妥当性を検討するために、原尺度（Rusbult et al., 
1998）の弁別的妥当性の検討に使用された尺度を基に、個人レベルの特性を測定す
る以下の 3 つの質問紙を用いた。 
 
a) 自尊感情尺度 
原尺度（Rusbult et al., 1998）では、弁別的妥当性を検討する際の尺度の 1 つ
として、Multivariate Evaluation of Self（Hoyle, 1991）が用いられていたが、
本研究では、自尊感情尺度として一般的に用いられているローゼンバークの自尊
心尺度（Rosenberg, 1965）の日本語版である自尊感情尺度（山本・松井・山
城，1982）を用いた（資料 10）。自尊感情尺度は、10 項目の 5 段階リッカ―ト




原尺度（Rusbult et al., 1998）では、弁別的妥当性を検討する際の尺度の 1 つ
として、The scale Multivariate Need for Cognition (Tanaka, Panter & 
Winborne, 1988）が用いられていたが、本研究では、同じ認知欲求、すなわち動
機付けの個人差、を測定する 1 因子尺度である Need for Cognition Scale
（Cacioppo & Petty, 1982）の日本語版である認知欲求尺度（神山・藤原，
1991）を用いた。認知欲求尺度は、15 項目の 7 段階リッカ―トタイプの質問紙
である（資料 11）。なお、本研究における Cronbach α係数は.83 であった。 
  
102 
c) Locus of Control 尺度 
原尺度（Rusbult et al., 1998）の弁別的妥当性を検討する際の尺度の 1 つとし
て、コントロール感を 3 つの側面から測定する Levenson (1981)の Internality, 
Powerful Others, and Chance Scale が用いられていた。しかし、本研究では、
当該尺度の作成基盤となった、コントロール感に関する有力な指標である Rotter
（1966）の The Internal-External Scale の日本語版である Locus of Control 尺
度（鎌原・樋口・清水，1982）を用いた。Locus of Control 尺度は、18 項目の 4
段階リッカ―トタイプの質問紙である（資料 12）。なお、本研究における
Cronbach α係数は.77 であった。 
 
第3項 調査手続 
2015 年 5 月から 2015 年 7 月の期間において、調査対象者に対して大学の講義時間
内に、研究目的・調査参加に関するリスク・参加の任意性等を説明し、質問紙を配布
した。IPV に関する架空事例を放映し、自分の身に起きたこととして考えてもらった
上で、質問紙への回答を要請した。日本語版 IMS、日本語版 Love-Liking 尺度、IOS, 



















第 3 節 結果 
第1項 記述統計 
本研究における各変数の平均値及び標準偏差を表 24 に記載した。 
 
表 24 各変数の平均値、標準偏差、最小値、最大値、得点範囲 
 
 






米国の先行研究（Rhatigan et al., 2011） と同様の傾向を示した。 
 
1-2 その他の尺度 




均 29 歳のカップルを対象とした先行研究（Rempel et al., 1985）で報告されてい
るレンジよりも低めとなっている。これは、本研究が IPV 架空事例という交際関係
のうちでも暴力的な事例を対象としていることによる可能性がある。 
Inclusion of Others in the Self、Locus of Control の平均値（それぞれ M=5.35、
SD=1.79、M=46.72、SD=6.68）は、大学生を対象とした先行研究（それぞれ、







第2項 日本語版 IMS の因子分析 
IMS 尺度の因子構造を確認するための因子分析については、原尺度（Rusbult, Martz 















行った。表 25 に 2 度目の因子分析の結果を記載する。再び 4 因子が抽出された。第
1 因子には、満足の 5 項目（1～5）全てが、第 2 因子には代替策の 9 項目（6～14）
全てが、第 3 因子には投資の 5 項目（15～19）全てが、第 4 因子には上記 2 項目を
除いたコミットメントの 5 項目（20、21、24～26）全てが関与しており、0.43 以上
の高い負荷量を示した。よって、第 1 因子は「関係への満足度」、第 2 因子は「代替
策の質」、第 3 因子は「投資の程度」、コミットメント項目 22 と 23 を除いた第 4 因
子は「関係へのコミットメント」と命名した。 
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表 25 日本語版 IMS 探索的因子分析結果 
第1因子 第2因子 第3因子 第4因子
 1（満足度） 祐樹との関係に満足感を感じている。 0.75 0.09 0.01 0.16
 2（満足度） 祐樹との関係は、他の人たちの関係に比べてずっと良い。 0.82 0.04 0.02 0.00
 3（満足度） 祐樹との関係は理想に近い。 0.94 -0.04 -0.08 -0.07
 4（満足度） 祐樹との関係は、私を幸せにしてくれる。 0.84 -0.04 0.02 0.08
 5（満足度） 祐樹との関係は、「親しい関係」や「一緒にいる関係」に
    私が求めるものを、十分に満たしてくれる。
0.76 -0.01 0.19 -0.03
 6(代替策) 私がこれから関係を持つかも知れない祐樹以外の人は、
　　とても魅力的である。
0.04 0.75 -0.01 0.01
 7(代替策) 「祐樹に代わる関係」（別の人とつきあう、友人と時間を
　　過ごす、自分ひとりで時間を過ごすなど）は、理想に近い。
-0.14 0.86 0.08 0.20
 8(代替策) 祐樹とつきあっていなければ、他の魅力的な人を見つけて
　　つきあっていたと思う。
-0.01 0.67 0.22 -0.13
 9(代替策) 「祐樹に代わる関係」（別の人とつきあう、友人と時間を
　　過ごす、自分ひとりで時間を過ごすなど）は、魅力的だ。
-0.18 0.84 0.14 0.04
10(代替策) 「親しい関係」や「一緒にいる関係」に私が求めるものは、
　　「祐樹に代わる関係」でも簡単に満たされる。
0.04 0.67 -0.02 -0.19
11(代替策) 私は、私自身の要求を自分で満たすことができる。 0.13 0.56 -0.09 -0.18
12(代替策) 私の経済的な要求は、私自身か祐樹以外の人たちによって
　　簡単に満たされる。
0.07 0.57 -0.25 0.15
13(代替策) もし祐樹と別れることになったとしても、私は安心で安全な
　　感じを抱けると思う。
0.09 0.43 -0.22 -0.03
14(代替策) 全体として、「祐樹に代わる関係」については、どの説明が
　　一番あてはまりますか。（1： とても質が悪い、9：とても質が良い）
0.09 0.65 -0.10 -0.01
15（投資） 別れたら失ってしまう多くのものを、祐樹との関係に
　　つぎ込んできた。
-0.02 0.04 0.80 0.02
16（投資） 余暇の過ごし方など、私の生活の多くは祐樹とつながって
　　いて、もし別れたらそれらすべてを失うと思う。
-0.03 -0.14 0.65 0.16
17（投資） 多くのものを祐樹との関係につぎ込んできたように、祐樹との
　　関係にどっぷりつかっている感じがする。
0.05 0.01 0.85 -0.06
18（投資） もし祐樹と別れたら、私の友人関係や家族関係は、
　　複雑なものになると思う。
0.05 -0.09 0.46 0.09
19（投資） 私が知っている他の人に比べて、私は祐樹との関係に
　　多くのものを投資してきた。
0.06 0.06 0.76 -0.12
20（コミットメント） 祐樹との関係が長く続いてほしいと思う。 0.04 -0.02 0.12 0.72
21（コミットメント） 祐樹との関係を続けようと決意している。 0.13 0.00 0.13 0.65
24（コミットメント） 私は祐樹ととても強く結ばれていて、祐樹との
　　関係にとても愛着を感じている。
0.09 0.05 0.07 0.73
25（コミットメント） 祐樹との関係が永遠に続くことを望んでいる。 -0.02 -0.02 -0.10 0.99
26（コミットメント） 例えば、数年後の祐樹との関係を想像するといった
　　ように、祐樹との将来に関心が向いている。

















適合性の指標は、χ2（246, n=265）=642.001, p＜.001, GFI=0.828, 




2003）。本モデルは自由度が 246 と大きいことから、GFI が低くなっていると考え
られ、他方、RMSEA は 0.08 以下という基準内（山本・小野寺，2002）であり、




図 14 日本語版 IMS 確認的因子分析結果 
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2－2 3 要素（満足・代替策・投資）と 1 要素（コミットメント）の因子
分析 
日本語版 IMS の因子構造を確認するため、まず、満足度、代替策、投資の 3 要素
を対象とした探索的因子分析（最尤法、プロマックス回転）を行った。固有値の変動
状況及び解釈の可能性から、3 因子が抽出された。結果は表 26 に示した通りである。
第 1 因子には、満足の 5 項目（1~5）のすべてが、第 2 因子には代替策の 9 項目（6~14）
全てが、第 3 因子には投資の 5 項目（15~19）全てが関与しており、.44 以上の高い
負荷量を示した。よって、第 1 因子は「関係への満足度」、第 2 因子は「代替策の質」、
第 3 因子は「投資の程度」と命名した。 
 







の 3 因子から各観測変数に対する影響指数はすべて.51 以上（p＜.001）を示してお
り、各因子と観測変数は適切に対応していると言える。そのほかのパス係数もすべ
て有意（p＜.001）であった。 
適合性の指標は、χ2（149, n=265）=440.601, p＜.001, GFI=.846, AGFI=.803, 




自由度が 149 と大きいことから、GFI が低くなっていると考えられる。他方、
RMSEA は 0.08 以下という基準（山本・小野寺，2002）を超えるものの、許容範











量が.35 に満たなかった 1 項目（項目 4「一年以内に、私は、祐樹とは別の人とつき
あっているだろう。」）を削除し、再度、6 項目を対象に探索的因子分析を行った。表
27 に 2 度目の因子分析の結果を記載した。再び 1 因子が抽出され、コミットメント
の 6 項目（1~3、5~7）が関与しており、.44 以上の高い負荷量を示した。よって、第
1 因子は「関係へのコミットメント」と命名した。 
 














第3項 日本語版 IMS の各因子間の重回帰分析 
第 2 項では、2－1 で 4 要素を対象とした因子分析と、2－2 で 3 因子および 1 因子
をそれぞれ対象とした因子分析を行った結果、「関係へのコミットメント」の下位項
目が異なる結果となったため、以下の分析ついても、4 要素を対象とした因子分析結
果と 3 要素および 1 要素を対象とした因子分析結果に分けて実施した。 
 
3－1 4 要素（満足・代替策・投資・コミットメント）を対象とした 
因子分析に基づく日本語版 IMS の各因子間の重回帰分析 















図 16 IMS 尺度 重回帰分析結果（β係数、R2） 













3－2 3 要素（満足・代替策・投資）および 1 要素（コミットメント）
を対象とした因子分析に基づく日本語版 IMS の各因子間の  
重回帰分析 














図 17 日本語版 IMS 重回帰分析結果（β係数、R2） 
          （注：*** p＜.001） 
 
 
以上のことから、4 要素を対象とした因子分析結果（第 2 項 2－1）を基にした重回






因子分析によって導き出された日本語版 IMS の各因子の Cronbach α係数を、第 3
項と同様に、4 要素を対象とした因子分析結果（第 2 項 2－1）を基にした場合、およ











第 3 項、第 4 項と同様に、以下の分析ついても、4 要素を対象とした因子分析結果
と 3 要素および 1 要素を対象とした因子分析結果に分けて記載した。 
 
5－1 4 要素（満足・代替策・投資・コミットメント）を対象とした 
因子分析に基づく収束的妥当性の検討 
第 2 項 2－1 の因子分析によって導き出された日本語版 IMS の各因子と、親
密な関係性の質を測定する 3 つの質問紙の 4 変数（Love, Liking, Inclusion of 
Other in the Self, Trust）との 2 変量の相関分析を行った。表 29 に結果を示し
た。「関係への満足度」と 4 変数は r =.278～633（p＜.01）と正の相関が、「代替策
の質」と 4 変数は r =－.285～－439（p＜.01）と負の相関が、「投資の程度」と 4
変数は r =.329～574（p＜.01）と正の相関が、「関係へのコミットメント」と 4 変
数は r =.313 ～.725（p＜.01）と正の相関がそれぞれ見られた。 
 




5－2 3 要素（満足・代替策・投資）および 1 要素（コミットメント）
を対象とした因子分析に基づく収束的妥当性の検討 
第 2 項 2－2 の因子分析によって導き出された日本語版 IMS の各因子と、親
密な関係性の質を測定する 3 つの質問紙の 4 変数（Love, Liking, Inclusion of 
Other in the Self, Trust）との 2 変量の相関分析を行った。表 30 に結果を示し
た。「関係への満足度」と 4 変数は r =.278～.633（p＜.001）と正の相関が、「代替
策の質」と 4 変数は r =－.285～－.439（p＜.001）と負の相関が、「投資の程度」
と 4 変数は r =.329～.574（p＜.001）と正の相関が、「関係へのコミットメント」
と 4 変数は r =.330 ～.736（p＜.001）と正の相関がそれぞれ見られた。 
 




以上のことから、4 要素を対象とした因子分析結果（第 2 項 2－1）を基にした相関
分析、および、3 要素と 1 要素を分けて対象とした因子分析結果（第 2 項 2－2）を基
にした相関分析の結果のいずれも同様の結果となった。すなわち、いずれの場合も、







第 5 項と同様に、以下の分析ついても、4 要素を対象とした因子分析結果と 3 要素
および 1 要素を対象とした因子分析結果に分けて記載した。 
 
6－1 4 要素（満足・代替策・投資・コミットメント）を対象とした 
因子分析に基づく弁別的妥当性の検討 
第 2 項 2－1 の因子分析によって導き出された日本語版 IMS の各因子と、個人
レベルの特性を測定する 3 つの質問紙の 3 変数（自尊感情、認知欲求、Locus of 
Control）との 2 変量相関分析を行った。表 31 に結果を示した。日本語版 IMS
の各因子と自尊感情および認知欲求との間には有意な相関は見られなかった。
Locus of Control と「代替策の質」との間に有意な弱い負の相関が見られたもの




表 31 日本語版 IMS の各因子と個人レベルの特性の 3 変数との相関分析 
 
 
6－2 3 要素（満足・代替策・投資）および 1 要素（コミットメント）
を対象とした因子分析に基づく収束的妥当性の検討 
第 2 項 2－2 の因子分析によって導き出された日本語版 IMS の各因子と、個人
レベルの特性を測定する 3 つの質問紙の 3 変数（自尊感情、認知欲求、Locus of 
Control）との 2 変量相関分析を行った。表 32 に結果を示した。日本語版 IMS
の各因子と自尊感情および認知欲求との間には有意な相関は見られなかった。
Locus of Control と「代替策の質」との間に有意な弱い正相関が見られたものの










以上のことから、4 要素を対象とした因子分析結果（第 2 項 2－1）を基にした相関
分析、および、3 要素と 1 要素を分けて対象とした因子分析結果（第 2 項 2－2）を基
にした相関分析の結果のいずれも同様の結果となった。すなわち、いずれの場合も、
個人レベルの特性を測定する 3 変数（自尊感情、認知欲求、Locus of Control）と日





第 4 節 考察 
本研究では、日本の IPV 関係において広くインベストメント・モデルを検証すること
が出来るように、研究 3 で使用された修正 Investment Model Scale 日本語訳に、更な
る内容的妥当性の観点から修正を加えた日本語版 IMS を作成し、その信頼性および妥当






が示唆された。さらに、満足・代替策・投資の 3 要素とコミットメントの 1 要素を対象
とした探索的因子分析の結果も同様に、「関係への満足度」「代替策の質」「投資の程













支持され、日本語版 IMS の構成概念妥当性は認められた。 




（自尊感情、認知欲求、Locus of Control）と日本語版 IMS の 4 因子との間には、



















第 6 章 研究 5：IPV 被害者を対象としたインベストメント・モデルの検証6 
 
 第 1 節 問題の背景と本研究の目的 
第1項 問題の背景 
IPV 被害者が、加害者と別れない、あるいは、一旦関係から逃れても再び加害者の




















研究 3 では、男女大学生 268 名を対象に IPV の架空事例および Investment Model 
Scale（Rusbult et al, 1998)に先行研究（Rhatigan et al, 2011）で付加された 4 項目






第 5 章では、研究 4 として、日本の IPV 関係において広くインベストメント・モデ




ルを検証することが出来るように、研究 3 で使用した修正 Investment Model Scale
日本語訳に、更なる内容的妥当性の観点から修正を加えた日本語版 IMS を作成し、そ
の信頼性および妥当性を、研究 3 で使用した IPV 架空事例を元にした映像を使い、女
子大学生 265 名を対象として検証した。その結果、日本語版 IMS の構成概念妥当
性、収束的妥当性、弁別的妥当性が認められ、信頼性についても日本語版 IMS の各因
子につき、十分な内的整合性が示された。 
 研究 3 および研究 4 では、架空の IPV 事例を使用し、必ずしも IPV 被害者ではな






 そこで、本研究では、研究 5 として、研究 4 で検証された日本語版 IMS を用いて、
日本の IPV 被害のある女性を対象として、インベストメント・モデルを検証すること
を目的とした。IPV 被害のある女子大学生と被害のない女子大学生双方のグループに

































 【仮説 3】 
IPV 被害のある女性のうち、IPV 関係が継続しているものに関して、仮説 1 に加え、
関係へのコミットメントが関係終結・継続の意図に影響を与える。 










 図 18 にインベストメント・モデルと本研究の範囲についての概念図を図示した。 
 
 
図 18 インベストメント・モデルと本研究範囲の概念図 
（Rusbult et al.(1998)を基に作成） 
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 第 2 節 方法 
第1項 調査対象 
 以下の 4 つの方法により IPV 被害のある女性を特定し調査対象とした。 
① 心理学系授業を受講する大学院生・大学生・短期大学生・専門学校生 
東北、関東、東海、関西圏の大学院・大学・短期大学・専門学校 14 校に在籍し、
心理学系の授業を受講する女子大学生等 1,027 名のうち、IPV 被害のある 72 名で、
不完全回答者 4 名を除いた 68 名（M=23.27 歳、SD=8.65 歳）を分析対象とした。な
お、分析対象とした 68 名の学校種別内訳は、大学院 12 名（17.65％）、大学 49 名




配布し、回答を得た 12 名（回収率 60.00％）（M=43.54 歳、SD=8.98 歳）を分析対象
とした。 
③ 民間 IPV 被害者支援機関の利用者 
関東圏の民間 IPV 被害者支援機関を利用する IPV 被害のある女性利用者のうち調
査参加に同意した 110 名に質問紙を配布し、回答を得た 67 名（回収率 60.91％）
（M=43.75 歳、SD=8.94 歳）を分析対象とした。 
④ 機縁法による IPV 被害者 
機縁法によって調査参加に同意した IPV 被害のある女性 39 名に質問紙を配布し、
回答を得た 13 名（回収率 33.33％）（M=43.47 歳、SD=9.00 歳）を分析対象とした。 
上記①～④の方法により特定し分析対象とした IPV 被害のある女性（以下、被害あり
群という）の合計は 160 名（M=34.68 歳、SD=13.40 歳）であった。被害あり群 160 名
の年代別分布は、10 代 24 名（15.00％）、20 代 38 名（23.75％）、30 代 28 名（17.50％）、
40 代 37 名（23.13％）、50 代以上 24 名（15％）、不明 9 名（5.63％）であった。 
なお、上記①で対象とした女子大学生等のうち、交際・結婚経験はあるが IPV 被害の
ない 595 名で、不完全回答者 22 名を除いた 573 名（M=20.32 歳、SD=3.98 歳）を、
160 名の被害あり群に対して、被害なし群として分析対象とした。なお、被害なし群 573
名の学校種別内訳は、大学院 31 名（5.41％）、大学 505 名（88.13％）、短期大学 9 名

















































 2-2 インベストメント・モデル 





















う（思った）」（コミットメント）等であり、満足度 5 項目、代替策 9 項目、投資 5 項









すため、それぞれ 5 項目の導入質問（採点対象外）が用意されている（資料 15）。 
 
 2-3 IPV 関係終結・継続の意図 
 IPV 関係を終結するか継続するかの意図を測定する項目として以下の質問項目を
使用した。 






















（離婚しようと）」思っていない。」の 6 段階の尺度として使用した（資料 16）。 
 







 2015 年 11 月から 2016 年 7 月の期間において調査対象者に対して、以下のように質
問紙調査を実施した。 
 第 1 項①の心理学系授業を受講する女子大学生等については、大学の講義時間内に、
研究目的・調査参加に対するリスク・参加の任意性等を説明し、質問紙を配布・回収し
た。 


















 第 3 節 結果 
第1項 IPV 被害の状況 
 被害あり群 160 名の IPV 被害の状況は以下のとおりである。 
暴力被害の回数は、「一人の恋人・結婚相手から暴力を受けた」が 129 名（80.63％）、
「二人以上の恋人・結婚相手から暴力を受けた」が 31 名（19.38％）であった。 
暴力被害の種類は、「結婚相手からの暴力」が 83 名（51.88％）、「恋人からの暴力」




暴力被害の内容（複数回答）は、心理的暴力が 134 名（83.75％）、身体的暴力が 90
名（56.25％）、性的暴力が 74 名（46.25％）、経済的暴力が 64 名（40.00％）であった。
内閣府男女共同参画局（2015）の調査での、結婚経験者・交際経験者全体に対する各暴
力被害の割合との比較を表 33 に記載した。 
 







 暴力被害の相手との平均交際・結婚期間は、102.09 か月（SD=111.48 か月）であっ
た。 
 心療内科・精神科・カウンセリング機関などの利用の有無は、「現在利用中」が 61 名
（38.13％）、「以前に利用していた」が 24 名（15.00％）、「利用したことはない」が 72
名（45.00% ）、不明が 3 名（1.88%）であった。  
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第2項 各変数の記述統計 
 本研究における各変数の平均値及び標準偏差を表 34 に記載した。 
 


































が 237 名（88.76％）であった。 
 
2－3 PTSD 症状 







「以前に利用していた」は 15 名（16.14％）、「利用したことはない」は 27 名（29.03％）、








第3項 日本語版 IMS の因子分析 
IMS 尺度の因子構造を確認するための因子分析については、原尺度（Rusbult, Martz 




策、投資の 3 要素を対象とした因子分析と、コミットメントの 1 要素を対象とした因子
分析に分けて実施した結果も合わせて記載した。 
 
3－1 4 要素（満足・代替策・投資・コミットメント）を対象とした     
因子分析 
 日本語版 IMS の因子構造を確認するため、まず、被害あり群、被害なし群それぞれ
につき、探索的因子分析（最尤法、プロマックス回転）を行った。固有値の変動状況及
び解釈の可能性から、いずれの群においても 4 因子が抽出された。ただし、各項目のう










表 35 日本語版 IMS 探索的因子分析結果 
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再び 4 因子が抽出された。第 1 因子には、満足の 5 項目（1～5）全てが、第 2 因子
には代替策のうち上記項目 13 を除いた 8 項目（6～12、14）が、第 3 因子には投資
の 5 項目（15～19）全てが、第 4 因子には上記項目 23 を除いた 6 項目（20～22、24
～26）が関与していた。各項目の各因子に対する負荷量は、被害あり群について代替
策項目 8 が第 2 因子に対して 0.22 と低めであったが、それ以外は全て 0.39 以上の高
い負荷量を示した。代替策項目 8 については、被害なし群の第 2 因子への負荷量が
0.39 と 0.35 以上であったことと、原尺度を使用した先行研究との比較可能性を保持
するために、原尺度の因子構造にできるだけ近い構造を残すことを意図し、以下の分
析において第 2 因子の項目として残した。 
 上記を踏まえ、第 1 因子は「関係への満足度」、代替策項目 13 を除いた第 2 因子は
「代替策の質」、第 3 因子は「投資の程度」、コミットメント項目 23 を除いた第 4 因子
は「関係へのコミットメント」と命名した。 
次に、上記の探索的因子分析の結果に基づいて検証的因子分析（最尤法）を、被害






































図 20 日本語版 IMS 検証的因子分析結果（被害なし群、n=573） 
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3－2 3 要素（満足・代替策・投資）および 1 要素（コミットメント）を対
象とした因子分析 








に因子分析（最尤法、プロマックス回転）を行った。表 36 に 2 度目の因子分析の結
果を記載した。 
 再び 4 因子が抽出された。第 1 因子には、満足の 5 項目（1～5）全てが、第 2 因
子には代替策のうち上記項目 13 を除いた 8 項目（6～12、14）が、第 3 因子には投
資の 5 項目（15～19）全てが関与していた。各項目の各因子に対する負荷量は、被
害あり群について代替策項目 8（「「相手」とつきあっていなければ、他の魅力的な
人を見つけて付き合っていたと思う（思った）。」）が第 2 因子に対して 0.25 と低め
であったが、両群とも、それ以外は全て 0.39 以上の高い負荷量を示した。代替策項




上記を踏まえ、第 1 因子は「関係への満足度」、代替策項目 13 を除いた第 2 因子
は「代替策の質」、第 3 因子は「投資の程度」と命名した。 
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GFI は.90 程度が必要と言われるが（豊田，1988）、被害あり群で.855 とやや低くな
っている。GFI は観測変数の数が多く自由度が大きい場合は悪くなる傾向にあり、そ
の場合には GFI は参考程度にとどめ、RMSEA によってモデルを選択することが推












図 22 日本語版 IMS 満足度・代替策・投資の検証的因子分析（被害なし群） 
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 次に、コミットメントの 1 要素を対象とした探索的因子分析（最尤法、バリマッ
クス）を行った。固有値の状況から 1 因子が抽出された。ただし、被害あり群で因
子負荷量が.35 に満たなかった 1 項目（項目 4「一年以内に、私は「相手」とは別の
人とつきあっているだろう（と思った）。」）を削除し、再度、6 項目を対象に探索的
因子分析を行った。表 37 に 2 度目の因子分析の結果を記載した。再び 1 因子が抽
出され、コミットメントの 6 項目（1~3、5~7）が関与しており、.60 以上の高い負
荷量を示した。よって、第 1 因子は「関係へのコミットメント」と命名した。 
 
表 37 日本語版 IMS コミットメントの探索的因子分析結果 
 
 
 最後に、因子分析によって導き出された日本語版 IMS の「関係への満足度」、「代
替策の質」、「投資の程度」の各因子と、関係へのコミットメント」との相関分析を行










表 38 日本語版 IMS 因子ごとの相関分析 
 
 




が示唆された（表 36、表 37）。 
 
 
以上のことから、4 要素を対象とした因子分析の結果（第 3 項 3－1）、および、3 要
素と 1 要素を分けて対象とした因子分析の結果（第 3 項 3－2）ともに、同じ下位項目
の「関係への満足度」「代替策の質」「投資の程度」「関係へのコミットメント」の 4 因











第4項 仮説 1 および仮説 2 検証のための分析 












が認められ、仮説 1 は支持された。 
 
 
図 23 被害あり群 重回帰分析結果（β係数、R2）（n=160） 
 





















第5項 仮説 3 および仮説 4 検証のための分析 
 被害あり群のうち、IPV 関係が継続している 44 名に対して、「IPV 被害のある女性
のうち、IPV 関係が継続しているものに関して、仮説 1 に加え、関係へのコミットメン
トが関係終結・継続の意図に影響を与える。」という仮説 3 を検証するため、被害なし




る。」という仮説 4 を検証するためのパスモデルを図 25 に示した。 
 
  









図 26 仮説 3 検証のための修正パスモデル 被害あり群（n=44） 
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 被害なし群については、最初のパス解析の結果、適合性の指標が、GFI=.961, 
AGFI=.807, CFI=.942, RMSEA=.177 であった。RMSEA は.080 以下が基準内（山本・

















第6項 仮説 5 検証のための分析 
 「IPV 被害のある女性に関して、PTSD 症状の軽重は、インベストメント・モデルに
おけるコミットメントならびに 3 つの構成要素と関係していないか、ほとんど関係し
ていない。」という仮説 5 を検証するために、被害あり群について、「関係へのコミット
メント」「関係への満足度」「代替策の質」「投資の程度」の各因子と、IES-R との 2 変
量の相関分析を行った。その結果を表 39 に示した。「関係へのコミットメント」「代替
策の質」と IES-R との間には有意な相関は見られなかった。「関係への満足度」と IES-









 第 4 節 考察 
 本研究では、日本の IPV 被害のある女性（被害あり群）を対象として、初めてインベ
ストメント・モデルを、日本語版 IMS（研究 4）を使って検証した。また、IPV 被害のあ
る女性も被害のない女性と同様の要因を関係終結・継続にあたって考慮しているか否か
を検証するために、IPV 被害のない交際・結婚経験のある女子大学生等（被害なし群）を
対象に、同じく日本語版 IMS を使ってインベストメント・モデルを検証した。 






















うち、IPV 関係が継続しているものに関して、仮説 1 に加え、関係へのコミットメント
が関係終結・継続の意図に影響を与える。」という関係終結・継続の意図を含めたインベ
ストメント・モデルの想定する仮説 3 は支持された。 
このことから、日本の IPV 被害のある女性に対して、IPV 関係の終結・継続の意思決
定要因の説明としてインベストメント・モデルが有効である可能性が示唆された。これは、
米国におけるシェルター居住の IPV被害女性を対象とした先行研究（Rhatigan & Axsom, 
2006; Rusbult & Martz, 1995）や、IPV 被害女性を対象とした先行研究（Edwards, 2012;  
Edwards et al, 2011; Katz et al., 2006; Rhatigan & Street, 2005）の知見と整合する。
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ただし、本研究では、「代替策の質」から「関係へのコミットメント」へのパス係数（標
準偏回帰係数）が－.100 代と、米国での先行研究よりも低くなっている。デート DV 架
空事例に対する研究 4（第 5 章）では、米国の先行研究とほぼ同程度であることから、こ
れが、関係終結・継続の意思決定において、日本人は代替策について米国人ほど考慮しな
いといった日米の文化差を反映するものなのか、本研究独自のものであるのかは、判然と





































関係していない。」という仮説 5 はほぼ支持された。このことから、IPV 被害を受けて
PTSD 症状を呈していても、その症状の軽重により、インベストメント・モデルの有効性
が左右されることはほとんどない可能性が示唆された。 






 第 5 節 本研究の限界と今後の課題 












































第1節 IPV 目撃が子どもに与える影響についての現場における状況 
第1項 一次医療現場における状況 
研究 1 として、一次医療現場である関東および関西圏にある 2 つの地域児童精神科ク
リニックを受診する子どもの背景に、IPV 目撃が存在するかを、IPV 目撃以外の直接虐
待との比較で調査した。その結果、以下の知見を得た。 
第 1 に、関西圏の A クリニックでは 1 割弱、関東圏の B クリニックでは 1 割以上の
子どもが IPV 目撃に曝されていた。そのうち、A クリニックでは 6 割以上、B クリニ




第 2 に、IPV 目撃に曝された子どもは、いずれのクリニックでも何らかの精神疾患の
症状を呈しており、その内容は、不安障害、うつ、PTSD、ADHD、双極性障害等、多




第 3 に、IPV 目撃に曝された子どものうち、IPV 目撃を主訴として来院したものは、




最後に、IPV 目撃に曝された子どもの 3～4 割が、IPV 加害者と同居していることが














2007）で報告されている割合の 3 割～7 割と比較しても、低くない割合であることから、
少なからぬ子どもが IPV 目撃に曝されている可能性が推察された。 














るか否かを検証するために、まず、研究 3（第 4 章）として、IPV 架空事例を基に、必ず
しも被害経験のない男女大学生を対象として、インベストメント・モデルの基礎的検証を、
研究 4（第 5 章）として、同じく IPV 架空事例を基に、必ずしも被害経験のない女子大
学生を対象として、インベストメント・モデル測定尺度である日本語版 IMS の信頼性と
妥当性の検証を、研究 5（第 6 章）として、IPV 被害者を対象としてインベストメント・
モデルの検証を、積み重ねてきた。その結果、以下の知見を得た。 
 第 1 に、インベストメント・モデルが、日本の IPV 被害者にも適用できる可能性が示




























 第 3 に、日本語版 IMS について、十分な信頼性と妥当性が認められた。これは、研究
3～5 を通して、十分な内的整合性、構成概念妥当性が示されたこと、研究 4 において、




 本研究の意義としては、以下の 4 点があげられる。 






 第 2 に、わが国では初めて、IPV 被害者に対して、関係終結・継続の意思決定を含めた
インベストメント・モデルを検証することにより、当該モデルが日本の IPV 被害者にも
適用できる可能性が示唆された。 
 第 3 に、IPV 被害者も、IPV 被害を受けていないものと同様の要因を関係終結・継続
の意思決定を行う際に考慮している可能性が示唆された。 












本研究の限界としては、以下の 4 点があげられる。 
第 1 に、児童精神科一次医療の現場を対象とした研究 1 では、関東および関西圏の 2
つのクリニックのみを対象としているため、本研究の知見を、わが国の児童精神科一次医
療現場の全般的な状況と捉えることには慎重になる必要がある。 
第 2 に、学校教育の現場を対象とした研究 2 では、調査対象とした教諭等の構成比が
わが国全体に比して少なくなっていることから、本研究の知見を、わが国の学校教育関係
者全体の状況と捉える事には慎重になる必要がある。 




第 4 に、日本語版 IMS について、一定の信頼性および妥当性が認められたものの、「関




第 4 節 今後の展望 
 本研究の知見を社会に還元するため、今後の展望としては、以下の 4 点が必要である
と思われる。 








 第 3 に、本研究では対象としていない男性 IPV 被害者についても、インベストメント・
モデルを検証し、その適用可能性を確認することが必要である。 












 研究 1 についてご協力くださった A クリニック院長、B クリニック院長、研究 3～5 につ
いてご協力くださった多くの大学の先生方、IPV 被害者支援 NPO の皆様、医療機関および
相談機関の皆様に深謝いたします。 
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年齢 歳    性別 男 ・ 女 
所属種別 1 
小学校  ・  中学校  ・  高等学校 
その他（具体的にご記入ください               ） 
所属種別 2 国公立  ・  私立 
現職 
一般教員 ・ 校長あるいは教頭（副校長） ・ 養護教諭 
指導主事 ・ スクールカウンセラー ・ その他（         ） 








帝京平成大学 准教授 松浦正一 
 
【指導教員】 
武蔵野大学 人間科学部人間科学科 教授 藤森和美 
連絡先：kfujimo@musashimo-u.ac.jp 





     はい   いいえ 
↓                       ↓ 
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     はい   いいえ 
↓                        ↓ 









































































































2． 祐樹との関係に満足感を感じている。（番号に○をつけて下さい。以下同じ。）  
0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 
   全く同意 
する 
 
3． 祐樹との関係は、他の人たちとの関係に比べてずっと良い。  
0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 












0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 





0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 



































































0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 





0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 





0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 





0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 





0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 
   全く同意
する 






0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 





0 1 2 3 4 5 6 7 8 
とても質が
悪い 
   いくらか 
質がよい 























































0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 









0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 





0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 






0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 
   全く同意
する 
 





0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 




0 1 2 3 4 5 6 7 8 
全く同意 
しない 
   いくらか 
同意する 































































































































































































































年 齢 歳  学 年 年  性 別 男 ・ 女 
1－1：現在の交際関係の有無 
（いずれかに○をつけて下さい。） 
有 ・ 無 
1－2：現在の交際関係について、その交際期間 
（ある人のみお答えください） 

















藤森 和美  















































1 2 3 4 
3 手をつなぐ、キスするといった「性的な要求」を、祐樹は満たしてくれる。 1 2 3 4 















































































1 祐樹との関係に満足感を感じている。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
2 祐樹との関係は他の人たちの関係に比べてずっと良い。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
3 祐樹との関係は理想に近い。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 




1 2 3 4 5 6 7 8 9 
  























































1 2 3 4 
 
  





































































































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 
 
  































1 祐樹との関係に多くの時間を投資してきた。 1 2 3 4 
2 祐樹に対して、本音や秘密などの個人的なことをいっぱい話した。 1 2 3 4 




1 2 3 4 































































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 
 
  














































































1 祐樹との関係が長く続いてほしいと思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 




1 2 3 4 5 6 7 8 9 




1 2 3 4 5 6 7 8 9 



































資料 7 研究 4 に関する質問紙－日本語版 Love-Liking 尺度 
199 
 
























































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 




1 2 3 4 5 6 7 8 9 
5 私は一人でいると、いつも祐樹に会いたいと思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
6 祐樹が幸せになるのが私の最大の関心である。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
7 祐樹のことならどんなことでも許せる。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 




1 2 3 4 5 6 7 8 9 
10 祐樹から信頼されると、とてもうれしく思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
11 祐樹なしに過ごすことは、つらいことだ。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
12 祐樹はとても適応力のある人だと思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
13 祐樹は、責任ある仕事に推薦できる人物だと思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
14 私は祐樹をとてもよくできた人だと思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 




1 2 3 4 5 6 7 8 9 
17 祐樹は皆から尊敬されるような人物だと思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
18 祐樹はとても知的な人だと思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
19 私は祐樹のような人物になりたいと思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
20 祐樹は賞賛の的になりやすい人物だと思う。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
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1 2 3 4 5 6 7 




1 2 3 4 5 6 7 
5 祐樹は予測がむずかしい人で、毎日、どのような言動をするのかわからない。 1 2 3 4 5 6 7 
6 私個人に影響することを、祐樹が決めるのはとても嫌だ。 1 2 3 4 5 6 7 
7 私にとって大切なことについて、祐樹は普段からとても頼りになる。 1 2 3 4 5 6 7 








1 2 3 4 5 6 7 












1 2 3 4 5 6 7 
15 祐樹は、私との約束は必ず守ってくれると思う。 1 2 3 4 5 6 7 




1 2 3 4 5 6 7 
 














































1 少なくとも人並みには、価値のある人間である。 1 2 3 4 5 
2 いろいろな良い素質をもっている。 1 2 3 4 5 
3 敗北者だと思うことがよくある。 1 2 3 4 5 
4 物事を人並みには、うまくやれる。 1 2 3 4 5 
5 自分には、自慢できるところがあまりない。 1 2 3 4 5 
6 自分に対して肯定的である。 1 2 3 4 5 
7 だいたいにおいて、自分に満足している。 1 2 3 4 5 
8 もっと自分自身を尊敬できるようになりたい。 1 2 3 4 5 
9 自分は全くだめな人間だと思うことがある。 1 2 3 4 5 
10 何かにつけて、自分は役に立たない人間だと思う。 1 2 3 4 5 
 
 































































1 2 3 4 5 6 7 
3 課題について必要以上に考えてしまう。 1 2 3 4 5 6 7 




1 2 3 4 5 6 7 




1 2 3 4 5 6 7 
8 長時間一生懸命考えることは苦手な方である。 1 2 3 4 5 6 7 








1 2 3 4 5 6 7 




1 2 3 4 5 6 7 




1 2 3 4 5 6 7 
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1 あなたは、何でも、なりゆきにまかせるのが一番だと思いますか。 1 2 3 4 
2 あなたは、努力すれば、りっぱな人間になれると思いますか。 1 2 3 4 
3 あなたは、一生懸命に話せば、誰にでも、わかってもらえると思いますか。 1 2 3 4 
4 あなたは、自分の人生を、自分自身で決定していると思いますか。 1 2 3 4 
5 あなたの人生は、運命によって決められていると思いますか。 1 2 3 4 








1 2 3 4 
9 あなたの人生は、ギャンブルのようなものだと思いますか。 1 2 3 4 
10 あなたが将来何になるかについて考えることは、役に立つと思いますか。 1 2 3 4 




1 2 3 4 
13 あなたが幸福になるか不幸になるかは、あなたの努力しだいだと思いますか。 1 2 3 4 
14 あなたは、自分の一生を思い通りに生きることができると思いますか。 1 2 3 4 




1 2 3 4 




1 2 3 4 
 








１．年齢   歳 ２．性別 男 ・ 女 




あり   ・   なし 
 




あり   ・   なし 
 
➡「なし」の方は次のページの B に進んで下さい。 
７．あなたが体験した暴力被害の回数 
（いずれかに○をつけて下さい。） 
二人以上の恋人・結婚相手から    一人の恋人・結婚相手から 














































年   か月 
 















































１．あなたの年齢   歳 ２．あなたの性別 男 ・ 女 
３．あなたが体験した暴力被害の回数 
（いずれかに○をつけて下さい。） 
二人以上の結婚相手・恋人から    一人の結婚相手・恋人から 





















































号に○をつけて下さい。質問は 5 つのパートがあります。パートＩから順番にすべての質問にお答えください。 








































































































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 
3 「相手」との関係は理想に近い（近かった）。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 






























































1 2 3 4 
 
  








































































































































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 
 
  
【パート II 】つづき 

































してきた。 1 2 3 4 
2 「相手」に対して、本音や秘密などの個人的なことをいっぱい話した。 1 2 3 4 








1 2 3 4 



































































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 
 
  














































































1 「相手」との関係が長く続いてほしいと思う（思った）。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 














1 2 3 4 5 6 7 8 9 











































 この 1週間の状態についてお答えください。 全くなし 少し 中くらい かなり 非常に 
1 どんなきっかけでも、そのことを思い出すと、そのときの 
気持ちがぶりかえしてくる。 
     
2 睡眠の途中で目がさめてしまう。      
3 別のことをしていても、そのことが頭から離れない。      
4 イライラして、怒りっぽくなっている。      
5 そのことについて考えたり思い出すときは、なんとか気を 
落ち着かせるようにしている。 
     
6 考えるつもりはないのに、そのことを考えてしまうことがある。      
7 そのことは、実際には起きなかったとか、現実のことでは 
なかったような気がする。 
     
8 そのことを思い出させるものには近寄らない。      
9 そのときの場面が、いきなり頭にうかんでくる。      
10 神経が敏感になっていて、ちょっとしたことでどきっとしてしまう。      
11 そのことは考えないようにしている。      
12 そのことについては、まだいろいろな気持ちがあるが、 
それには触れないようにしている。 
     
13 そのことについての感情は、マヒしたようである。      
14 気がつくと、まるでそのときにもどってしまったかのように、ふる
まったり感じたりすることがある。 
     
15 寝つきが悪い。      
16 そのことについて、感情が強くこみあげてくることがある。      
17 そのことを何とか忘れようとしている。      
18 ものごとに集中できない。      
19 そのことを思い出すと、身体が反応して、汗ばんだり、息苦しくなっ
たり、むかむかしたり、どきどきすることがある。 
     
20 そのことについての夢を見る。      
21 警戒して用心深くなっている気がする。      
22 そのことについては話さないようにしている。      
 
